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指標の状況

玉島下水処理場

水島清掃工場

●車両台数（②該当の場合）777

○

年度）年度）

28工場等の名称

別紙

温室効果ガス排出削減計画

県内の
主　な
工場等

所　　在　　地工場等の名称

業種名：

水島下水処理場

本庁舎

98

倉敷市児島元浜町6-3

削減目標

年度

いずれか
を選択

計画期間

総排出量基準

平成

原単位基準 2.0

29平成

倉敷市水島西通1丁目

①

②

台）

倉敷市西中新田640

⑤

③CO2換算3,000t以上①燃料等原油換算1,500kℓ以上

（●工場等の数

水島清掃工場

主たる業種

児島モーターボート競走場

事業の
概　要

玉島下水処理場

番号

地方公務

地方公務

倉敷市水島川崎通1-1-4

③

分類
コード

特定事業者
の該当要件

④

5%未満20～15% 15～10%

目標年度（平成

②ﾊﾞｽ・ﾄﾗｯｸ100台、ﾀｸｼｰ250台以上

倉敷市玉島乙島8255-4

倉敷市児島小川町3695⑥

10～5%

29

％

目標
区分

CO2 / CO2 /

基準年度

ｔCO2

温室効果ガスの排出量と密接な関係をもつ値の内容

 倉敷市は省エネ法に基づき、特定事業者として「年平均１％以上のエネルギー消費原単位の低減」
を実施するため、省エネ・温暖化対策を推進している。エネルギー使用量のうち、８５％は電気によ
るものとなっている。そこで、電気使用量を削減することにより、「年平均１％以上のエネルギー消
費原単位の低減」を実施できたと想定して目標値を設定した。

ベンチマーク

【目標削減率設定の基本的な考え方】

対象事業の名称 関連数値（平成 達成率(%)年度）

原単位当たり排出量

⑥

目標削減率

（原単位基準
の削減目標を
選択した場合
に記入）

3,340

目標年度

（該当事業者のみ記入）

ベンチマーク指標 28

④

⑤

1,969児島下水処理場

ｔCO2

基準年度の
主な工場等
の排出量

③

710 -8565

本票作成

（法人にあっては主たる事業所の所在地）

倉敷市西中新田640

部署名：

ｔCO2

ｔCO2

ｔCO2

ｔCO22,272

氏
　
名

住
　
所

環境リサイクル局環境政策部環境政策課

倉敷市

（法人にあっては名称）

基準年度（平成

排出量

基準年度（平成温室効果ガス 28

1

年度）の排出量

29

ｔCO2

4,824

76,758

(

児島下水処理場

3,682

児島モーターボート競走場

20%以上

所

75,223

34,774

ｔCO2

※　「計画期間」欄には，５箇年度以内で特定事業者が定める期間を記入する。　

②

年度

番号

①

本庁舎

水島下水処理場



・エネルギー起源CO2排出量の削減は、「省エネ・温暖化対策推進委員会」を年に３回実施し、エネ
ルギー管理規定に基づき、特定事業者としてエネルギー管理体制の強化を継続的に推進する。
・非エネルギー起源CO2排出量の削減は、廃棄物の削減、分別収集等について事業者、市民の協力を
得ながら取り組んでいく。

全施設

エネルギー強化施設

【目標削減率達成のための推進体制】

　 無

　 無

　 無

【排出量削減のためのこれまでの主な取組】

その他

その他

県内で
の取組

県内で
の取組

【再生可能エネルギーの導入計画】

【森林保全等吸収源対策への取組計画】

【計画期間中に目標削減率を達成するために実施する措置】

工場等の名称 取組内容

・倉敷市環境マネジメントシステムの運用により、節電の徹底を行っ
ている。
・倉敷市環境マネジメントシステムを各課で率先して実施するため、
リーダー（環境管理推進員）の研修会を年１回実施、各課の取組み目
標設定、取組み状況をアンケートにより確認分析を行った。
・倉敷市のエネルギー使用量のうち８割を使用している施設を「エネ
ルギー管理強化施設」とし、省エネ法に基づき管理標準の運用の徹
底、省エネ推進研修会、エネルギー月報の運用、省エネ・温暖化対策
推進委員会を行い、温室効果ガスの削減及び省エネを推進した。

工場等の名称 措置内容

道路施設

市庁舎、保育園施設、短期大
学、交流センター

児島モーターボート競走場

長楽荘

屋内水泳センター

・街路灯及び道路照明のＬＥＤ化　(CO2削減量　9t/年）

・蛍光灯照明のＬＥＤ化　（CO2削減量 174ｔ/年）

・高効率空調機への更新　（CO2削減量 32ｔ/年）

・空調設備・給湯設備熱源改修　(CO2削減量　13t/年）

・蒸気ボイラから下水熱を利用した熱源システム（温水発生機、
　水熱源ヒートポンプ）へ改修　（CO2削減量 115ｔ/年）

無し
【その他特記事項】

　 無


